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1　はじめに

1.1　大学におけるキャリア教育の現状
大学は，学生の就職を支援するために，就職対
策だけでなく教学面からもキャリア形成支援策を
講じている。そのひとつに，キャリア教育がある。
独立行政法人日本学生支援機構（2017）の調査に
よると，キャリア教育は2017年度現在，62.2%の
大学で必修科目として開設されている。Figure 1

は，2017年度と同様の調査が行われた2010年度，
2013年度，2015年度の結果を図示したものである。
この図からわかるとおり，キャリア教育は，年を
経るごとに日本全体で進んでいる。

このようなキャリア教育は，単独の正課科目と
して導入されるだけではなく，一連の正課科目群
であったり，正課外の活動を含めたりする形で導
入される。本研究では，こうしたキャリア教育の
取り組みの中で，一連の正課科目群のことをキャ
リア教育プログラムと呼ぶこととした。同様の取
り組みとして，厚生労働省が2015年に大学等で効
果的なキャリア教育を実現するために開発した34

のプログラムがある。具体的には，「職業興味の
理論と解釈」，「職業レディネステストを使った自
己理解」，「職業の中の仕事を探す（課業分析を通
じて）」，「キャリア・シミュレーション（失業や長
時間労働などの困難への対処シミュレーション）」な
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Figure 1　キャリア科目必修化の変遷
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どであった。これらは，キャリア・コンサルティ
ングのツールやノウハウなど，労働行政が有する
知見を活かしたもので，社会的・職業的自立，社
会・職業への円滑な移行に必要な力を高めるもの
であった。
こうしたキャリア教育の展開は，国，大学，学
生それぞれの立場で課題があったことが起因と
なっている。

国の課題

国は，若者の無業率や非正規雇用率の高さ，早
期離職者の存在などの諸問題を解決する方策の
ひとつとして，政策的にキャリア教育を高等教
育機関に導入しようとした。中央教育審議会答申
（2008）では，「キャリア教育は，生涯を通じた
持続的な就職力の育成を目指すものとして，教育
課程の中に適切に位置づけるもの」として，教育
課程の中にキャリア教育を適正に配置すること
が示された。2011年3月の大学設置基準改正では，
第42条2項に「大学は，当該大学及び学部等の教
育上の目的に応じ，学生が卒業後自らの資質を向
上させ，社会的及び職業的自立を図るために必要
な能力を，教育課程の実施及び厚生補導を通じて
培うことができるよう，大学内の組織間の有機的
な連携を図り，適切な体制を整えるものとする」
という条文が加えられ，すべての高等教育機関で
教育課程の内外を通じたキャリア教育が義務化さ
れた。中央教育審議会答申（2011）では，キャリ
ア教育を「一人一人の社会的・職業的自立に向け，
必要な基盤となる能力や態度を育てることを通し
て，キャリア発達を促す教育」とし，学校から社
会・職業への円滑な移行のために，組織的・体系
的にキャリア教育・職業教育を行なう必要性およ
びその方途が述べられた。

大学の課題

一方，大学を評価する指標の中には，重要なも
のとして就職率がある。学校教育法施行規則の改
正（2011年4月施行）により，各大学の公表すべき
教育情報として「卒業又は修了した者の数並び
に進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の

状況に関すること」が挙げられ，大学は学生の就
職状況を情報公開するよう義務づけられた。その
ために各大学では，HPや大学案内等で，就職率
だけでなく就職先企業一覧や就職先企業規模別分
類，職種・業界別分類など学生の就職や進路に関
する詳細な情報を提供している。また，これらの
情報は，「大学の実力（読売新聞）」や「本当に強
い大学（東洋経済新報社）」等の情報誌においても，
比較・公表されている。したがって，大学経営に
おいて学生の就職率に直結する内容は重要であ
り，それを補完するキャリア教育は無視できない
ものとなっている。しかし，中央教育審議会答申
（2011）にあるとおり，キャリア教育は学生の社
会的・職業的自立を促すためにあるもので，就職
させるための教育ではないことも周知のとおりで
ある。

学生の課題

また，学生は青年期におけるキャリア発達課
題として「職業選択」に直面する。Havighurst

（1953）は，「発達課題とは人生の各段階の時期
に生じる課題で，それを達成すれば人は幸福にな
り，次の発達段階の課題の達成も容易になるが，
失敗した場合にはその人は不幸になり，社会から
承認されず，次の発達段階の課題を成し遂げるこ
とが困難となる課題」とし，人間が健全で幸福な
発達を遂げるために各発達段階で達成しておかな
ければならない課題を提唱している。その中で，
「職業選択とそれへの準備」は青年期の発達課題
のひとつであり，成人性の獲得につながるものと
した。学生にとって就職は，キャリアの到達点で
はなく経過点に過ぎないものであるが重要であり，
大学は学生が円滑に職業選択を進めて行けるよう
支援していく立場を担っている。

以上のことからわかるとおり，現状では，キャ
リア教育の目的と大学に求められることの間に矛
盾が生じている。五十嵐（2012）は，大学生の就
職問題に端を発したキャリア教育の導入は，未だ
就職指導と混同されたままであることを指摘して
いる。これは，大学におけるキャリア教育の目標
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設定とその評価指標があいまいなことに起因して
いると思われる。

キャリア教育の効果測定に関する先行研究

キャリア教育の効果測定は，これまでも様々
な指標を用いて研究がおこなわれている。宮入
（2013）は，大学のキャリア教育におけるプログ
ラムとして実施した社会人との対話が，学生の
意識に影響を与え，学生たちの進路選択行動の
遂行可能感を高めるのに有効であることを実践
的研究により明らかにしている。三川ら（2013，

2015）は，キャリア教育および職業教育の目標設
定と実践の評価ツールとして「キャリアデザイン
力尺度」（改訂版）を開発し，社会形成力・リー
ダーシップ力・自己理解力・問題解決力・職業理
解力を測定しようとした。そして，三川・前田
（2018）は，「職業としての心理学」の授業前後
で，「キャリアデザイン力尺度」（改訂版）を用い
た質問紙調査を実施し，学生にどのような「力」
が身についたのか，キャリア発達は促されたのか，
その取り組みは効果的であったかを検討してい
る。その結果，受講生のキャリアデザイン力が全
般的に向上していることからキャリア教育として
の効果が検証されたとしている。また，吉田・原
田（2018）は，大学生のキャリア意識が社会人講
話の受講前後でどのように変化するのかについて，
キャリア・レディネスの概念を用いて検討してい
る。その結果，関心性と自律性には有意差が見ら
れず，計画性のみ有意差が見られたことから，社
会人講話によって学生は計画性を高めていること
がわかった。キャリア・レディネスとは，安保ら
（2008）によると，一般的にはキャリアに関する
諸問題に対応する個人の対処準備性であり，生涯
発達の視点ではキャリア成熟とも表現されるもの
である。また，King（1989）は，「キャリア成熟
とは，知見の広い，年齢にふさわしいキャリア決
定をするための個人のレディネスである」と定義
し，それをキャリア行動の重要な側面であるとし
た。キャリア・レディネスが高いことは，組織へ
の適応に必要な要素と考えられている。
このように，キャリア教育の効果測定に関する

研究は，学生の意識や身についた能力・態度など，
心理的指標を用いて検討しているものが多い。し
かし，カリキュラムや教育プログラムを評価した
研究は，ほとんど見られない。
教育プログラムを評価した研究としては，吉田

（2017）が，キャリア形成支援プログラムに開設
されている科目の単位修得状況が就職に与える影
響についてロジスティク回帰分析を行って検討し
ている。その結果から，インターンシップが学生
の就職意欲の喚起に影響を及ぼして就職決定に結
びついていること，早期にキャリアの意識づけを
行うことやキャリア教育の授業内容が就職の成否
に影響を与えていることが示唆された。また，吉
田・原田（2019）は，キャリア教育プログラム改
定前後で卒業時の就職状況に変化があったかにつ
いて，対応分析を用いて検討している。その結果，
キャリア教育プログラム改定後に就職状況が改善
していることが示された。吉田（2017）によると，
本改定は，学びの範囲と順序を明確にして，学生
がキャリア形成科目を計画的・継続的に履修する
よう促すことに重点を置いたものであった。改定
の大きな特徴は，次の5点であった。

1） 系統立てた履修を促すためにキャリア形成
科目の配当年次を固定

2） インターンシップの履修対象年次の拡大
3） 新入生全員が初年次科目のキャリアデザイ
ン論を履修することを義務化

4） 課題解決型科目として「プロジェクト」を
新規開設し，全セメスターに配置

5） 「プロジェクト」への円滑な導入のため，
「プロジェクト入門」を新規開設

中央教育審議会答申（2011）は，「大学のキャ
リア教育の成果を適切に評価するには，そのカリ
キュラムやプログラムを評価することとキャリア
発達を促進するために必要な能力や態度の発達を
評価することが必要である」とした上で，「キャ
リア教育の教育活動の成果が測定されにくいため
に到達目標と関連付けた評価を行うことができて
いない」と指摘している。そして，「キャリア教
育の実践が教育目標を達成し，より効果的な活動
となるためには，到達目標とそれを具体化した教



－　　－42

追手門経営論集　Vol.26　No.2吉　田　尚　子

育プログラムの評価を適切に行い，具体的な教育
活動の改善につなげていくことが重要である」と
述べている。
以上のことからわかるように，キャリア教育は，
国策や大学経営の両面から影響を受けている。そ
の結果，キャリア教育の目標が明確にしづらい現
状にある。これを解決するためには，カリキュラ
ムや教育プログラムの改善が求められるが，それ
を示唆するような研究は少ない。

1.2　本研究の目的
本研究では，大学のキャリア教育プログラムが
学生の卒業時の就職状況に影響を与えているかど
うかについて検討することを目的とする。キャリ
ア教育が学生の社会的・職業的自立を促す取り組
みとして機能しているとするならば，その取り組
みは学生のキャリア選択に影響を与えるだろう。
その成果は，大学が評価される指標のひとつであ
る大学生の就職率や学生の就職先企業規模に反映
されると考えられる。本研究の目的を検証するた
めには，キャリア教育のカリキュラム改定前後で
学生の就職状況を比較することが有効であると思
われる。学生の就職状況を表す指標には，就職率
と就職先企業規模が考えられる。就職したかどう
かだけでなく，大学の視点からみて「良い」とさ
れる企業へ就職できたかどうかを検討するために
は，後者の指標が必要である。
そこで，本研究では，追手門学院大学のキャリ
ア教育プログラム改定前後で就職状況に変化があ
るかどうかを調べることにした。吉田（2017）に
よると，追手門学院大学は，厚生労働省が2015

年に34のプログラムを開発するより早く，キャ
リア教育の普及に取り組んでおり，2004年度から
「追大キャリア形成支援プログラム」という名称
で，教学，就職支援，資格・就職対策講座を有機
的に結びつける取り組みを進めてきた。その取り
組みは，「大学教育・学生支援推進事業」【テー
マB】学生支援推進プログラム（学生支援GP）に
採択されるなど，文部科学省に高く評価されてい
た。2014年度には，1.1節の「キャリア教育の効
果測定に関する先行研究」で述べたとおり，教学

にかかわる部分で大幅な改正が行われた。そこで，
2014年度前後の入学生を比較すれば，本研究の目
的を検証できると考え，適切な事例であると判断
した。次節では，キャリア教育プログラムの変遷
について概観する。

1.3 　追手門学院大学のキャリア教育プログラム
の変遷

追手門学院大学では，2004年度に自主自立型人
材を育むための独自の「キャリア形成支援プログ
ラム」をスタートさせた。三川（2010）によると，
これは，キャリア形成は入学前・1年次から行わ
れなくてはならないという視点に立った，計画
的・継続的なキャリア形成支援プログラムであっ
た。この背景には，文部科学省・厚生労働省・経
済産業省・内閣府の関係4府省が，若年者の雇用
問題に対する対策として取りまとめた「若者自
立・挑戦プラン」（2003）がある。
本プログラムでは，習得目標が学生のキャリア
発達に応じて掲げられた。そして，就職・進路支
援行事であるキャリアガイダンスや就職ガイダン
ス，学内企業説明会，就職に関連した講演会や社
会人講話などが，キャリア形成関連の授業と連携
して行われた。Table 1は，2004年度入学生から
2015年度入学生までのキャリア形成科目について
まとめたものである。太字・イタリック体の表記
は，改定部分を表した。
キャリア形成関連授業は，2004年度に「新入
生演習」，「キャリア形成論」，「インターンシップ
1」および「インターンシップ2」を正課授業とし
て開講することからスタートした。翌2005年度に
は新入生演習で行われていたキャリアスタートプ
ランを発展させて「キャリアデザイン論」を開講
し，「キャリア形成論」を通年開講とするために
「キャリア形成論1」および「キャリア形成論2」
を開講した。そして，2006年度には，「キャリア
デザイン論」が学部ごとに複数クラス開講される
ことになった。これは，全学部に「キャリアデザ
イン論」を導入しようとする試みであった。経済
学部，経営学部，文学部（現在の国際教養学部）で
は「キャリアデザイン論」の履修を新入生全員に
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義務付け，心理学部と社会学部では配当年次を固
定しない選択履修科目として別途クラスを設けた。
キャリア教育の取組みが充実する一方で，経済
状況の急激な悪化により，大学生の就職状況はま
すます深刻化していった。大学生の就職活動の早
期化は，早すぎる内定から生じるミスマッチや，
その結果としての早期離職を招いた。また，早々
に複数内定を獲得する学生がいる一方で，内定が
取れずに苦戦する学生もいるといった内定の「二
極化」が起こった。大学は，効果的な就職支援策
を早急に講じて学生の就職力を高めるとともに，
安易な内定辞退や早期離職の防止に取り組むこと
が必要になった。そこで，内定獲得後の4年生に
対してキャリア形成支援を継続的に行うことを目
的として，2009年秋学期に3・4年次配当科目とし
て「社会人の基礎」を開講した。これは，前年の
2008年度に「キャリア形成論2」で暫定的に開講
した4年次秋学期クラスを発展させたものであっ
た。「社会人の基礎」では，社会人になるための
基礎力を育て上げることを目標に，就職支援部署
が実施する4年生を対象にしたキャリアガイダン
スと連携させた。
そして，2013年1月の事務組織変更により，そ

れまで就職支援組織に置かれていたキャリア教育
（インターンシップ・資格取得支援含む）は教学組
織に移管され，「教育」としての位置づけが明確
となった。これに伴い，カリキュラムの課題が浮
きあがってきた。2013年度までのカリキュラムで
は，キャリア形成支援プログラムに配置されてい
る科目の配当年次を固定していなかった。そのた
め，学生が系統立てて履修していないことが，計
画的・継続的という点で課題となっていた。ま
た，1年次からのキャリア形成を意図して開講し
た「キャリアデザイン論」の履修方法や授業運
営・内容が学部によって2つのパターンに分かれ
ていた。このことが，全学的という点で課題と
なっていた。例えば，経済学部，経営学部，国際
教養学部では，新入生全員の履修を義務付けて，
約60人のクラスサイズで学部ごとに複数クラス開
講していた。業者委託の教員が授業を担当し，同
一テキストを用いた授業が全クラス同じ内容で行

われていた。各学部所属の教員は，それぞれのク
ラスの単位認定権者として授業運営のオブザー
バーを担った。授業の目標は，コミュニケーショ
ントレーニングを中心に，自己理解を深め，大学
での学びを社会で活かせるようにビジネス社会の
状況を理解することであった。一方，心理学部と
社会学部では，選択履修の科目として1クラスの
みの開講であった。心理学部所属の教員が授業を
担当し，授業と就職・進路支援行事のキャリアガ
イダンスを連携させて，学外から講師を招いて開
催される講演が組み込まれていた。授業の目的は，
自分自身の将来のキャリア（人生／生き方）をイ
メージし，その実現のためには，今・ここで，何
をどうすればいいのかを考えることであった。

2014年度には，このようなカリキュラムの課題
を解決するためにキャリア教育プロジェクトが立
ち上げられ，前述のとおりカリキュラム改定が行
われた。このカリキュラム改定では，配当年次を
固定して学びの順序を明確にすること，新入生全
員に「キャリアデザイン論」の履修を義務づける
こと，キャリア教育の内容を全学的に統一するこ
と，さらに学びを継続させるための新規科目の開
設を行った。具体的には，キャリアデザイン論は，
心理学部と社会学部の履修方法，授業運営・内容
を経済学部，経営学部，国際教養学部と同じ体制
に統一した。また，「キャリア形成論1」と「キャ
リア形成論2」を2年次配当に，「社会人の基礎」
を4年次配当にそれぞれ固定した。このことによ
り3年次配当の講義科目がなくなったため，「キャ
リア形成論3」を3年次配当の講義科目として新設
した。これは，キャリア形成関連授業の継続性を
担保するとともに履修機会の拡大を図るための措
置であった。3年次配当の科目としては，「イン
ターンシップ1」と「インターンシップ2」が開設
されていたが，インターンシップは成果型の科目
であり，履修人数に制限を設けるなど他の講義科
目とは単位認定や授業運営が異なっていた。
このように，2004年度にスタートした追大キャ
リア形成支援プログラムは，試行錯誤しながら
2009年度に一応の完成をみた後，2013年度まで同
じカリキュラムを維持してきた。そして，2014年
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度のカリキュラム改定以降も，大学の教育改革に
併せて毎年改定を重ねていった。2015年には，大
学全体のカリキュラム改定が行われ，これらの
キャリア形成科目は，キャリアデザイン論も含め
てキャリア科目群として59科目の中に配置される
こととなった。

1.4　大学生の就職状況と社会情勢
このように教学体制を整えながら，就職支援部
署では，学生の就職支援における目標「卒業生就
職率90％以上」に加えて，「上場企業・大企業へ
の就職比率50％以上」を掲げ，就職支援方針を就
職率から就職の質を表す企業規模に転換していっ
た。教学と就職支援を連携させた取り組みの成果
は，学生の就職率として表れている。Table 2は，
追手門学院大学の2005年度卒業生（春学期末卒業
生含む）から2018年度卒業生（春学期末卒業生含

む）までの14年間の就職率をまとめたものである。
就職率は，「就職内定者数」を「卒業者数（春学
期卒業生含む）」で除して求めている。

Figure 2は，追手門学院大学卒業生の過去14年
間の就職率の推移を，全国平均と比較して図示
したものである。全国の大学における就職状況は，
文部科学省「学校基本調査」によると，大学卒業
者に占める就職者の割合が1991年3月の81.3%から，
2003年3月には55.1％まで低下し，2008年3月には
69.9％まで回復したものの，2010年3月には再び
就職氷河期の水準にまで落ち込み60.8%になった。
その後，少しずつ回復の兆しが見え，2019年3月
には78.0%となっている。追手門学院大学全体の
就職率は，全国平均が回復した2008年3月に72.7%

まで回復したのち，2010年3月には57.0%まで落ち
込んで全国平均を下回った。その翌年の2011年3

月には早くも65.1%まで回復し，以降，すべての

Table 2　追手門学院大学卒業生の就職率 （％）
入学年度

（卒業年度)
2002
(2005)

2003
(2006)

2004
(2007)

2005
(2008)

2006
(2009)

2007
(2010)

2008
(2011)

2009
(2012)

2010
(2013)

2011
(2014)

2012
(2015)

2013
(2016)

2014
(2017)

2015
(2018)

就職率
（注1）

経済学部 64.5 73.8 76.3 77.1 57.3 67.3 64.9 73.3 76.9 74.5 79.2 86.8 88.4 91.5

経営学部 67.9 72.3 77.7 75.1 63.7 68.3 71.8 74.5 79.9 84.8 84.8 89.0 91.8 91.0

心理学部※ 47.7 49.2 53.6 65.4 44.3 54.8 51.1 53.6 61.4 60.2 71.8 73.3 77.7 79.1

社会学部※ 72.2 73.1 86.0 63.8 63.9 65.1 70.2 67.1 71.3 68.0 73.9 82.8 90.1 89.7

国際教養学部 62.6 69.8 65.4 68.3 51.1 65.4 63.1 67.2 74.6 73.7 74.6 79.6 80.3 85.1

追手門学院大学全体 63.6 69.1 72.7 72.2 57.0 65.1 65.2 68.5 74.5 72.6 78.4 83.6 86.8 87.8

全国(注2) 63.7 67.6 69.9 68.4 60.8 61.6 63.9 67.3 69.8 72.6 74.7 76.1 77.1 78.0

※心理学部と社会学部は，2005年まで人間学部として一つの学部であった。
筆者作成：追手門学院大学　就職・キャリア支援課「進路集計表」参考

（注1）就職率＝内定者数÷卒業者数
（注2）出典：文部科学統計要覧平成21年版，平成26年版，平成31年版
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Figure 2　追手門学院大学卒業生の就職率の推移（全国平均との比較)
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年度で全国平均を上回り，2019年3月には87.8%

と全国平均を9.8%も上回った。追手門学院大学
全体の就職率は，全国平均とほぼ同じように推移
しているが，2015年度卒業生からの上昇が際立っ
ている。また，学部ごとの就職率をみると，年度
によっては全国平均を下回る学部もあるなど学部
間のばらつきが大きかった。しかし，学部間のば
らつきは，年を経るごとに解消されている。そし
て，2017年度卒業生で初めて，全学部の就職率が
全国平均を上回った。この時の卒業生は，全学部
でキャリアデザイン論を全員履修にするなど，改
定したカリキュラムを受講した2014年度入学生で
あった。
一方，大学生の就職状況は，社会情勢の影響を
受けることが考えられる。そこで，社会情勢を表
すひとつの指標として大卒求人倍率をみた。

Figure 3は，Figure 2と同じ過去14年間の大卒
求人倍率である。リクルートワークス研究所
（2019）が公表している「第35回ワークス大卒求
人倍率調査」を参考にして，筆者が作成した。大
卒求人倍率とは，民間企業への就職を希望する学
生一人に対する企業の求人状況を算出したもので，
求人総数を民間企業就職希望者数者で除して求め
ている。これをみると，この期間の大卒求人倍率
は，就職率の全国平均とほぼ同じように推移して
いることがわかる。
このように，追手門学院大学は，学生が適切な
キャリア選択行動をとることができるように，大
学教育の中にキャリア形成に関する科目を設置す
るだけでなく，科目の運用や授業運営を工夫しな
がらキャリア教育を進めている。カリキュラムの

改定はその一つである。しかし，その効果につい
ては，就職率，キャリアガイダンス等への参加率
で示されているが，十分な検証がなされたとは言
えない状況であろう。

2　方法

調査対象は，関西圏にある中堅私立文系大学の
追手門学院大学の学部学生とした。追手門学院大
学は，2018年3月現在，学生数が約7000名，設置
学部が経済学部，経営学部，地域創造学部（2015

年度開設），社会学部，心理学部，国際教養学部の
6学部で構成されていた。
本研究の目的を検証するために，追手門学院大
学の学生の就職状況をキャリア教育のカリキュラ
ム改定前後で比較することにした。そのために，
カリキュラム改定のあった2014年度前後2年間の
学部卒業生進路データを集めた。集めたデータ
は，2015年度卒業生1303名，2016年度卒業生1379

名，2017年度卒業生1391名，2018年度卒業生1450

名のものであった。そのうち，最短修業年限で
卒業した学部学生4,875名を分析対象とした。地
域創造学部は2015年度新設のため分析対象者か
ら除いた。内訳は，2012年度入学生（2015年度卒

業）が1175名，2013年度入学生（2016年度卒業）が
1264名，2014年度入学生（2017年度卒業）が1237

名，2015年度入学生（2018年度卒業）が1199名で
あった。最短修業年限で卒業した学生を分析対象
としたのは，同じカリキュラムを受講した学生を
比較するためである。
卒業生進路データには，学部・学科，学籍番号，
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Figure 3　大卒求人倍率の推移
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氏名，性別などのデモグラフィック項目の他に，
企業分類，企業名称，大・中・小分類名称，職種
名称，株式名称，資本金，従業員数などの企業情
報に関連する項目が含まれていた。学生の就職状
況は，これらの項目のうち学籍番号，大分類名称，
従業員数を用いて，入学年度基準就職率と就職先
企業規模を調べた。入学年度基準就職率とは，最
短修業年限で卒業した学生を分母にして，正規雇
用された学生の割合を算出したものである。一般
的な統計データ等で示されている就職率とは，そ
の年度に卒業した学生を分母として算出している。
そのため，年度途中での卒業生や留年して卒業し
た学生を含んだ数値となっている。これと区別す
るために，本研究では入学年度基準就職率を最短
修業年限で卒業した学生の就職率と定義して用い
る。
入学年度基準就職率を調べるために，大分類名
称を用いて，学生を正規雇用と非正規雇用・非就
職（進学含む）に分けた。大分類名称とは，総務
省による「日本標準産業分類」に基づいて企業を
業種別に分類にしたものである。追手門学院大学
では，日本標準産業分類で区分できない学生の進
路先を，「非正規・非就職」として区分していた。
また，就職先企業規模を調べるために，従業員数
を用いた。これは，厚生労働省が企業を従業員規

模で区分していることや大学が公表している学生
の進路情報等においても従業員数を指標とした統
計データが多く使われていることによる。そこで，
就職先企業規模の分類としては，正規雇用は従
業員数「20人以下」，「21～300人」，「301~1000人」，
「1001~3000人」，「3001人以上」の5つのいずれか
とし，非正規雇用や進学等による非就職は「非正
規・非就職（進学含む）」に分けた。
学生は，カリキュラムの違いで2群に分けた。
カリキュラムの違いを比較するために対象にした
科目は，「追大キャリア形成支援プログラム」に
属する「キャリアデザイン論」であった。「キャ
リアデザイン論」は，カリキュラム改定前後を通
じて全員が履修することを課せられた学部と，改
定前後で履修方法の異なる学部があるので，前
者をA群，後者をB群とした。1.3節で述べたよう
に， A群は，2012年度から全員履修であった経済
学部，経営学部，国際教養学部であった。B群は，
2012年度と2013年度は選択履修で，2014年度から
全員履修になった心理学部と社会学部であった。

3　結果

3.1　単純集計
Table 3は，分析対象者の属性を学部・入学年度

Table 3　学部・入学年度別属性（人数) （人）

学部 性別
入学年度

2012 2013 2014 2015

経済学部
女 31 44 36 35
男 260 278 288 251
小計 291 322 324 286

経営学部
女 112 132 123 114
男 260 237 269 271
小計 372 369 392 385

心理学部
女 135 143 116 122
男 59 64 67 62
小計 194 207 183 184

社会学部
女 80 99 62 75
男 70 64 69 70
小計 150 163 131 145

国際教養学部
女 66 104 110 97
男 102 99 97 102
小計 168 203 207 199

総数 1175 1264 1237 1199
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Table 4　就職先企業規模別分類（学部別)(割合) （％）

就職先企業規模

学部 入学年度 20人以下 300人以下 1000人以下 3000人以下 3001人以上
非正規・
非就職
(進学含む)

総計

経済学部

2012 7.2 31.6 19.2 13.4 11.3 17.2 100

2013 5.6 36.6 18.9 14.3 13.0 11.5 100

2014 4.6 30.6 19.8 16.4 18.5 10.2 100

2015 4.5 36.7 24.8 13.3 14.3 6.3 100

経営学部

2012 5.1 34.7 22.0 14.0 9.9 14.2 100

2013 6.8 31.4 22.0 16.8 13.6 9.5 100

2014 6.9 33.4 21.7 15.6 15.8 6.6 100

2015 9.1 28.6 20.8 17.9 15.3 8.3 100

心理学部

2012 6.7 29.4 20.6 9.8 7.7 25.8 100

2013 6.8 34.3 15.5 10.6 8.2 24.6 100

2014 10.4 30.6 13.7 13.7 10.4 21.3 100

2015 5.4 29.9 21.7 13.6 10.9 18.5 100

社会学部

2012 8.7 31.3 16.7 10.0 8.0 25.3 100

2013 9.8 30.1 16.6 15.3 11.0 17.2 100

2014 5.3 32.8 23.7 18.3 10.7 9.2 100

2015 4.8 32.4 22.8 14.5 15.9 9.7 100

国際教養学部

2012 6.5 32.7 11.3 15.5 13.1 20.8 100

2013 9.9 34.0 12.3 14.3 11.3 18.2 100

2014 5.8 32.9 21.7 15.5 9.7 14.5 100

2015 7.5 36.7 13.6 14.6 12.6 15.1 100

Table 5　就職先企業規模別分類（群別)(割合) （％）

就職先企業規模

学部 入学年度 20人以下 300人以下 1000人以下 3000人以下 3001人以上
非正規・
非就職
(進学含む)

総計

A群

2012 6.1 33.2 18.9 14.1 11.1 16.6 100
2013 7.0 33.9 18.7 15.3 12.9 12.2 100
2014 5.9 32.3 21.0 15.8 15.4 9.6 100
2015 7.2 33.1 20.5 15.6 14.4 9.2 100

B群

2012 7.6 30.2 18.9 9.9 7.8 25.6 100
2013 8.1 32.4 15.9 12.7 9.5 21.4 100
2014 8.3 31.5 17.8 15.6 10.5 16.2 100
2015 5.2 31.0 22.2 14.0 13.1 14.6 100

A群：経済学部，経営学部，国際教養学部
B群：心理学部，社会学部

別に集計したものである。Table 4は，就職先企業
規模の度数を学部・入学年度別に調べて作成した
分割表である。Table 5は，Table 4をA群とB群の
学部ごとにまとめて集計したものである。

3.2　入学年度基準就職率を比較した結果
Figure 4は，学生の就職状況がカリキュラムの
違いで異なるか調べるために，A群とB群の入
学年度基準就職率の経年変化を示したものであ
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2012
(2015)

2013
(2016)

2014
(2017)

2015
(2018)

A 83.4% 87.8% 90.4% 90.8%
B 74.4% 78.6% 83.8% 85.4%

70.0%
75.0%
80.0%
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95.0%
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Figure 4　入学年度基準就職率の推移（群別)

Figure 5　対応分析の結果
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る。入学年度基準就職率は，年を経るごとにA群
が4.4%，2.6%，0.4%と上昇し，B群が4.2%，5.2%，
1.6%と上昇した。B群の上昇率がA群より大き
かった。次に，A群とB群の入学年度基準就職率

の差を入学年度で比較すると，その差は，2012年
度入学生が9.0%，2013年度入学生が9.2%，2014

年度入学生が6.6%，2015年度入学生が5.4%で
あった。

3.3　入学年度と就職先企業規模の対応分析の結果
Figure 5は，就職先企業規模と入学年度の関係
性を群別に調べるために，Table 5を対応分析し，
結果を二次元座標上に示したものである。B群
2012年度は，非正規・非就職との距離が近かった。

A群2014年度は3001人以上に，2013年度と2015

年度 は3000人以下の企業規模に距離が近かった。
各次元の寄与率は，次元1が90.3％，次元2が6.9％
であった。
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4　考察

本研究では，学生の就職状況がキャリア教育の
カリキュラムの違いによって異なるのかどうかに
ついて調べた。その際，カリキュラムの違いで学
生を2群に分けて，入学年度基準就職率と就職先
企業規模の二つの指標を用いて比較検討した。
まず， Figure 4からわかるとおり，カリキュラ

ム改定があった2014年度以降，A群とB群の差が，
それまでと比較して小さくなっているように思わ
れる。また，A群，B群とも入学年度基準就職率
は，右肩上がりに上昇している。この上昇はB群
だけでなくA群にも起こっていることから，学生
の就職状況が社会情勢の影響を受けて良くなって
いったことがわかる。しかし，A群とB群の差は，
2012年度，2013年度と2014年度，2015年度では異
なっている。B群がA群に追いついているように
思われることから，カリキュラム改定により初年
次からキャリアに対する意識づけを行ったことの
影響があったと考えられるだろう。
次に，就職先企業規模の布置位置は，Figure 5

を見ると，X軸に沿って，左から右に就職先企業
規模の大きい順に並んでいることがわかる。非就
職・非正規（進学含む）は，一番右に少し離れて
布置されている。A群がより左側に，B群がより
右側に布置されていることから，A群の方が就職
先企業規模の大きいところへ就職していった傾向
が読み取れる。ただし，A群，B群とも2012年度
から2015年度にかけて左側に布置されるように
なっている。このことから，A群もB群も，年を
経るごとに企業規模の大きいところへ就職する傾
向が相対的に高くなっていることが読み取れる。
また，Y軸に関しては，2次元の寄与率がそれほ
ど高くないため，明確な関係性は解釈できないよ
うである。
このように就職先企業規模を検討した結果から
は，A群もB群も年を経るごとに就職先企業規模
が大きくなっていることがわかる。これは，大学
経営の視点からみて「良い」とされる企業へ就職
している傾向だと考えると，学生の就職先の質が
向上していると解釈できるのではないだろうか。

5　総合論議

本研究の目的は，大学のキャリア教育プログラ
ムが学生の卒業時の就職に影響を与えているかど
うかについて検討することであった。そのために，
追手門学院大学のキャリア教育の取り組みをカリ
キュラムと就職状況の観点から概観した。そして，
学生の卒業時の就職状況をキャリア教育のカリ
キュラム改定前後で比較検討した。そのための指
標として，入学年度基準就職率と就職先企業規模
を用いた。
本研究の結果からは，学生の就職状況は，カ
リキュラム改定のあった2014年度を境に変化が
起こったことがわかる。1.4節で述べているよう
に，社会情勢が好転して売り手市場になったこと
は，大学生の就職状況に良い影響を与えたと考え
られるが，本研究では，社会情勢の要因を分析に
含めていない。しかし，Figure 3からわかるとお
り，2012年度から2015年度に入学した学生の卒業
時の大卒求人倍率は，2015年度卒1.73倍，2016年
度卒1.74倍，2017年度卒1.78倍，2018年度卒1.88

倍となっており，社会情勢にそれほど変化があっ
たとは思われない。このことから，追手門学院大
学で起こった就職状況の変化を説明するには，社
会情勢の影響だけではなく，2014年度のカリキュ
ラム改定や大学の方針，就職に対する取り組みの
影響を考えるのが妥当であろう。 

2014年度のカリキュラム改定の主旨は，キャリ
ア教育プログラムの配当年次を固定すること，初
年次科目であるキャリアデザイン論の履修を新入
生全員に義務づけて，その授業内容を全学的に統
一することであった。吉田（2017）は，キャリア
デザイン論の単位を修得した学生の方が高い就職
率であったことを明らかにして，キャリアに対す
る早期の意識づけを行うことが就職の成否に影響
を与えることを指摘している。従って，初年次科
目の「キャリアデザイン論」の履修方法や授業内
容を変更するだけで学生の卒業時の就職に影響が
表れるとしたら，吉田（2017）が指摘したように
初年次教育におけるキャリア教育が重要であるこ
とを裏付けることになるのではないだろうか。
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ただし，本研究ではA群とB群の実質的な差に
ついては考察できていない。学部によって男女構
成や選択する職種の傾向に違いがあったと思わ
れる。その影響を考慮した精緻な分析を行う必要
があった。しかし，このような記述的な分析でも，
2014年度カリキュラム改定の影響を確認すること
ができた意義は大きい。
これらのことを総合的に考えると，キャリア教
育プログラムのカリキュラムは大学の方針に併せ
て作られることが重要であることを示唆している
ように思われる。大学には，キャリア教育の履修
や授業運営・内容に関して，キャリア教育をどの
ように運営するのか，適切なカリキュラムマネジ
メントが求められる。その時，カリキュラムマネ
ジメントの主体をどこに置くのか，すなわち就職
なのか教育なのかということも含めて，キャリア
教育の制度的位置づけが今後の検討課題となるで
あろう。
望月（2010）が指摘しているように，「キャリ
ア教育・就職支援の正課カリキュラムとしての授
業化が進む現在だからこそ，量的拡大のみならず，
内容や水準といった質的向上にも目を向けなけれ
ばならない」とすれば，カリキュラムがどう影響
するかを調べて大学教育施策に反映させることが
重要である。その際，キャリア教育の成果を就職
で図ることの妥当性については，さらなる議論が
必要であろう。
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